
１．はじめに

近畿圏および全国都市部における教員採用者数の増

加に伴い、学部卒業見込み者の教員採用試験受験およ

び合格者数の増加が見られ始めている１）。一方そのこ

とに伴い、今後しばらく大学院修士課程への進学希望

者数の減少と、より高度な教育実践的力量を身につけ

たいという進学への動機の希薄化が懸念される。

そのような中で奈良教育大学音楽教育講座は、高度

専門職業人としてより高い音楽的能力と教育実践力を

ともに育てることを主眼に、平成16年度大学院改組に

おいて２つの点からカリキュラム改善を行った。１つ

は、教科科目においては教科専門科目とその指導方法

研究科目をセットにして履修させるようにしたこと２）、

もう１つは、教科教育科目に「音楽科教育実践演習」

を新設したことである。本稿は、そのうち「音楽科教

育実践演習」の概要とその初回実施３）に対する分析と

考察結果を報告するものである。

２．「音楽科教育実践演習」の概要

２．１．目　的

本科目は、本学附属中学校において行われる学部４

週間実習において、本科目受講大学院生（以下、院生）

が学部実習生（以下、実習生）を支援し、それを通し

て音楽授業に対する授業評価の能力を身につけること

を目的とする。またそのことにより、自らの授業実践

力の向上への寄与を期待する。支援は主として、①授

業立案と学習指導案作成、②実施された授業に対する

評価と次時へのフィードフォワードの２点に対して行

う。また、実習生の授業実習に関わる悩み相談や本科

目担当大学教員（宮下、安田。以下、大学教員）と実

習生との繋ぎ役として貢献することも目指す４）。

２．２．方　法

次に本科目の実施方法を示す（図１参照）。まず、

大学教員は院生に対する事前評価として、実習前の夏

期休暇中に、前年度の附中実習生による授業ビデオを
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図１　「音楽科教育実習」のシステム概略図
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提示しその授業に対する評価をレポートとして提出さ

せる（図１①）。それによって収集しようとする評価

情報は、①指導内容が明確化されている授業であるか

を評価できるかどうか。②教材の適切さについて自分

の意見を述べることができるかどうか。③授業過程で

の実習生の意思決定の適否について意見を述べること

ができるかどうか、また適切でないと思われた場合、

自分だったらどのような方略をとったか、という視点

で意見を述べることができるかどうか。さらにそれ以

外にどのような視点で授業を評価しているか、既履修

科目（「音楽科教育方法論」、「音楽科授業研究」等）

で学んだ授業評価の観点で分析することができている

か、等を見る（図１②）。

その後、院生が支援を担当する実習生をそれぞれ配

属し（図１③）、大学教員が受け持つ院生を決定する。

それにより実習生－院生－大学教員のチームが出来上

がる。また、実習生が行う授業のうち週１時間をこの

科目の対象として定める。

実習期間に入り、院生はまず第１週の対象授業に対

する実習生の授業立案の支援を開始する（図１④⑤）。

院生は実習生と、附中や大学においてのミーティング

やメール、電話によって立案を支援し、その経過を担

当大学教員に報告する。大学教員はその経過報告を受

けて支援の仕方に対してアドバイスしたり指導したり

する（図１⑥）。このやり取りにはあらかじめ大学教

員が作成した「実施記録」のフォーマット（図２）を

用いる。その間に附中音楽科教員（川合。以下、附中

教員）も実習生の立案に対し指導し（図１⑦）、学習

指導案の完成に導く（図１⑧）。

院生は授業実施直前まで実習生の相談に乗りなが

ら、実施される授業を評価する観点を定めておく（図

１⑨）。その観点には、立案時に検討したことや、自

分が支援したことがどのように実践され学習指導とな

って実現されたか等が含まれる。

対象授業は大学教員も参観し、院生は授業をビデオ

撮影する（図１⑩～⑬）。授業後、実習生、院生、大

学教員、附中教員の４者によって検討会（カンファレ

ンス）を行う。そこでは院生が司会進行を務め、あら

かじめ定めておいた当授業の観点を中心に議論する。

また実習生には授業に対する自己評価をさせ、大学教

員は授業に対する評価と実践学的理論との対応を示し

ながら授業評価のポイントを提供する。附中教員は当

該クラスの実態やこれまでの実践的経験等をまじえて

評価結果を述べる（図１⑭～⑰）。このカンファレン

スの記録も「実施記録」に記述し、１週間を総括して

次週の支援へとフィードフォワードさせる。

このサイクルを４週間行う。実習後、院生はこの４

週間の取り組みに対する自己評価を大学教員に提出す

る（図１⑱）。大学教員はそれと、各週の支援経過の

記録となる「実施記録」、支援によってバージョンア

ップしていった学習指導案、カンファレンスでの発言

記録等のポートフォリオを、事前評価の結果と比較し

ながら授業評価能力を評価する（図１⑲）。そこでの

大学教員による院生に対する評価の観点は次の２点で

ある。①授業立案に対する的確な支援ができたか、②

授業を観点を持って的確に評価しその結果をカンファ

レンスで述べたり、次週の立案に反映させたりするこ

とができていたか。

その後、院生、実習生、附中教員からの本科目に対

する評価を報告させ（図１@0～@2）、システム等すべ

てにわたる総括を大学教員が行う（図１@3）。

３．実施に対する考察

本年度（平成18年度）の院生は、Ｘ（教科教育専攻

音楽教育専修音楽科教育分野２回生）、Ｙ（同１回生）、

Ｚ（同音楽分野１回生）の３名であった。院生Ｘには

学部３回実習生のＡとＢの２名を、院生Ｙには実習生

Ｃを、院生Ｚには実習生Ｄを担当させた。また、Ｘは

安田が、ＹとＺは宮下が受け持った。以下、本科目の

実践を省みて、本科目のシステムと、受講院生の授業

評価能力の獲得に対する考察結果を報告する。

３．１．本科目のシステム（方法）に対する考察

３．１．１．授業立案における院生の支援と大学教員

の指導について

各週における授業立案からカンファレンス終了まで

院生は「実施記録」の項目順序に従って活動を進めて

いった。このフォーマットの提示によって、とかく冗

長的になりやすい協議やカンファレンスの記録を要点

的かつ明瞭に記述することを求めた。またそのことは

記録に対してのみならず、協議やカンファレンス、授

業評価観点の設定そのものが焦点の定まった効率のよ

い実施となるように期待するものであった。

結果として、要点的で明瞭な記述は得られたが、反

面いくつかの問題も残った。まず、授業立案の支援が

ある程度終了してからその結果を大学教員に報告し、

それに対して大学教員が指導するという順序になって

しまったことである（図１⑤の「経過報告」が「結果

報告」に近いものになった）。そのことにより、院生

は大学教員からのコメントを受けてから、授業までの

時間的余裕がない中で実習生に再支援をしなければな

らなくなった。また、実習生は院生との協議とは別に

附中教員からも立案に関して指導を受けていたため

（図１⑦が④⑤とパラレルな位置になっていた）、大学

教員から指導を受けた院生による支援と、附中教員に

よる指導の２つの板ばさみになったことが問題として

残った。つまり、院生は支援に務め留めるべきところ

が、大学教員の意見を携えた実習生指導になってしま

い、結局実習生に迷いと負担をかけることになってし
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まった。このことから、院生の役割は、実習生が附中

教員の指導を受けながら立案していくことに対して支

援をするということと、大学教員の役割は実習生支援

のための指導を院生にするのであって、実習生の立案

を間接的に指導するのではない、という認識を揺らが

ず持ち続ける必要性が反省点として残った。

もう１つは、行った支援に対してそれが本当に妥当

なのかどうか不安をもったという院生の事後報告（図

１@0）があった。フォーマットの順序を固定的にマニ

ュアル化して捉えてしまうと支援の過程においては大

学教員は関与しないものとして院生に理解されてしま

い、そのことによって、支援過程と密着した大学教員

とのやりとりの希薄化が生じてしまったことが反省さ

れる。また、大学教員、院生それぞれの負担を配慮し

てメールによるやりとりを主体としたが、授業後のカ

ンファレンスとともに、立案中においてもそれぞれが

顔を合わせたミーティングを設定する必要があったと

考える。

３．１．２．附中教員と大学教員との連携について

実習生による本科目に対する評価（図１@1）の中に、

院生の見解と附中教員の見解が一致しないことがあり

戸惑ったという声がいくつかあった。それは先述した
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平成18年度「音楽科教育実践演習」実施記録

学生番号　　　　　　　　氏名

担当実習生氏名

対象授業　　　月　　日（　　）　　校時　　年　　組

１．授業計画立案に対して実習生にアドバイスしたこと

（実習生が立案した学習指導案に見られた問題点と、それに対してどうアドバイスし、改善を図ったか

をわかりやすく書く）

－　ここで大学教員へメールで添付送信し、アドバイスを赤字で記入して返送してもらう。－

２．対象授業に対する省察の観点を定める。

（観点は２つとする。１つは計画した内容について。もう１つは方法について。）

（１）計画した内容に対する観点（例えば、教材の適切性、形式的側面と内容的側面の関連等）

（２）方法に対する観点（例えば、教師の発話による評価ができているか、授業の進め方は適切だったか等）

－　ここで大学教員にメールで添付送信する。－

３．完成した学習指導案（別添）

４．授業評価（具体的に書く）

（１）省察の観点について

（２）その他について

５．カンファレンスの記録（具体的、かつわかりやすくまとめて書く。）

６．その他

－　大学教員にメールで添付報告する。－

図２　「実施記録」

第　　　週



ように、大学教員の院生の支援に対する理解が不十分

であったことも理由の１つだが、特に題材（単元）設

定の方法（例えば「主題による題材構成」か「楽曲に

よる題材構成」か）と、指導内容の捉え方（「内容」

で捉えるか「活動」で捉えるか）等において考え方の

相違があったことが原因であると考えられる。また、

本教育実習では実習が開始する前に附中教員が題材を

提示したが、実習生は、題材が提示された段階から院

生の支援を受けたかったという意見が出された。これ

らについては、本科目の実施以前に大学教員と附中教

員との綿密な打ち合わせを行い、音楽科教育研究のフ

ロントと教育現場の実態を含めた実践研究のフロント

を共通に学び合っておく必要性が課題として残った。

３．１．３．その他・システム全体について

ある院生からは「授業直前に実習生と最終ミーティ

ングを取り入れたことによって授業を評価する視点が

より確かなものになった」、「協議の結果報告後から授

業実践までの間にも大学教員とのメール交換をしたこ

とによってより質の高い学習指導案を作成することが

できた」といった次年度へつながる報告もされていた。

しかし一方で、別の院生は「院生と実習生それぞれ

のペアにおいて発生した検討課題やその他の問題を、

他のペアと共有する一斉ミーティングのような機会が

欲しかった」と報告している。また、院生・実習生・

大学教員によるチームは形成されていたが、特に院生

同士でのミーティングがほしかったという事後感想が

出された。もしもそれらが実現されていたら先述した

院生の不安の解消にもつながったものと思われる。

あと１つは、実習第１週目は実習生も慌しく過ぎ、

第１回目の対象授業については準備が間に合わず、結

果的に第２週から第４週までの３回の授業に対する支

援で終わってしまったことである。結局、３週間の３

授業の支援のみになってしまい、授業評価能力の向上

はあまり多く期待できないものとなってしまった。

３．２．院生の実践的力量形成について

３．２．１．授業立案の支援について

実習生は院生の支援により、「授業というものに対

してより深く考えることができた」、「自分のひらめい

たアイデアが思いつきのレベルから徐々に修正され納

得して授業に臨めることができた」、「相談相手になっ

てくれたことで悩みが緩和された」、「学習指導案に対

して『どうしてこの活動を入れたのか』といった院生

の問いで自分がしようと思っている指導の意味が認識

できた」等といったメリットが報告された。

「実施記録」を見ると、１.に報告された「問題点」

も初回から次第に数が減る傾向が見られ、助言も前週

の授業の評価を踏まえて、ここは前回問題があったの

でこのように改善を勧めた、という内容になっている

ものが多くなっていた５）。

一方、助言には「…したらよいのではないか」とい

った記述が多くみられ、院生自身がその助言について

多少の不安をもっていたことが推察できる。その原因

は先述したシステム面における問題に加え、院生の知

識や経験の弱さが表れたものと考える。大学教員はコ

メントで不安を持っていることを読み取り、的確なア

ドバイスの提示に努めた。

３．２．２．授業評価の観点を定めることについて

事前評価（図１①）から、院生の授業を評価する観

点の多くは、授業者がとった方法や意思決定に対する主

観的な感想に基づくものであることがわかった。例えば

「生徒の反応をうまく授業の中に取り込めていないよう

に感じた」や「女子に対してはほめていたが、男子に対

してはほめ言葉より前にアドバイスをしたことが、男子

にとってあまりよい印象を与えていないのではないかと

感じた」などである。こうした意見は教育実習のみなら

ず一般の研究授業後の研究会などでも多く見られるもの

である。とりわけ、その授業の指導内容は何か、それは

明確化されているか、獲得させたい学力は何か、方法や

教材はそれを果たすために妥当であったのかどうか、と

いった授業評価にとって重要な視点で授業を見ることが

できていないことがわかった。

しかし支援を重ねていくうちに、「曲解説と曲物語

の間に関連性をもたせることができたか」（「実施記録

の（1）、「『～のように』（内容的側面）と強弱記号（形

式的側面）の関連性が示せているか」（同（1））、「生

徒の発話に対する応答、問い掛けが等は適切であった

か」（同（2））、「活動中の授業者の助言は適切であっ

たか」（同（2））、といった、立案時に検討した内容と

一致させた観点が示されていた。ただ漠然と授業を構

成し、漠然と授業を見ることからの脱却は図られたも

のと思われる。

３．２．３．授業評価能力の獲得について

事前的評価の結果と最終的な事後評価との比較にお

いて顕著な向上が見られた点は、立案段階で定められ

た授業評価の観点に対しては自分の意見が述べられる

ようになったことである。一方、実際の授業の進行中

に発生したキーになる場面や、実習生のとった意思決

定の根拠について自信をもって意見を表明すること

は、カンファレンスにおいてもあまり見られなかった。

これは支援の回数が３回という少なさや、音楽科教育

における目標、内容、方法、評価のつながりを実践場

面で読み解き評価できる力が形成しきれていなかった

ことが理由として考えられる。この反省は、本科目の

履修以前に履修する「音楽科教育方法論」や「音楽科

教育特論」、「音楽科授業研究」等である程度トレーニ

ングしておくことと、それらの科目と本科目との位置

づけと到達目標を再度検討し直す必要があることを示

唆していると思われる。

195

教育実習における大学院生による支援システムの試み



４．今後の課題

以上より、次年度への改善点をまとめる。

①　大学教員と附中教員との密な連携と意思統一。

②　支援過程（特に授業立案過程）における大学教

員と院生との密な連携。

③　第１週の対象授業への早期の支援開始。

④　ペアの合同ミーティングや院生ミーティング場

面の設置。

⑤　他科目と本科目との関連の確認と再検討。

本科目における院生の役割は、本学の教員養成ＧＰ

「鍵的場面における『対応力』を備えた教員の養成」

の各テトラにおける院生のメンターとしての役割と共

通する点が多い。ゆえに、本科目を履修して教科指導

におけるメンターリングを学び、続いてＧＰプログラ

ムを受講して、メンターリングに磨きをかけることは

有効な経路であると考える。

また、現在検討されている教職大学院での特にスト

レートマスターに対する実践的力量の育成において、

本科目のシステムはその１つのモデルになるものと思

われる。

註

１）文部科学省、プレス発表資料（2006年12月15日）

「平成18年3月卒業者の国立の教員養成大学・学部国

立大学（教員養成課程）の就職状況について」の

（2-3）①より。

２）例えば「演奏研究（声楽）」と「声楽指導法研究」

等。

３）開講期及び受講生の選択等の関係で平成18年度が

本格実施の初回となった。

４）このことについては、本学の教員養成ＧＰ「鍵的

場面における『対応力』を備えた教員の養成」にお

ける大学院生の役割と同様である。

５）例えば院生Ｘの第３週の「実施記録」の1.の以下

の記述等である。

問題点１：前回の授業で、曲を聴いて何か変わった

と感じたところで手を挙げる活動を行っている

が、授業者にここで何を見たのかを確認すると、

変化を感じているか、なぜ変わったと感じたのか、

までを確認したということであった。

助　言：子どもの中に「何か変わった」という感覚

があって、なぜ変わったのか、という質問をする

と、速さが変わった、楽器の音色が変わった、音

が弱くなった、等の答えが返ってくるだろう。こ

れは諸要素の知覚ができているか、というところ

までの確認であり、それによって自分がどう感じ

たのか、という感受する段階までいっていない。

曲物語を創ろうとするなら、そのような諸要素を

知覚したことによってうまれる個々のイメージを

教師との対話の中で膨らませていけたらよいので

はないか。
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